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11．．ははじじめめにに  

 
近年成功をおさめている革新的な Web サービスでは， 

API（Application Programming Interface）と呼ばれるアプリケ
ーションの一部機能を外部システムから利用できるように

する仕組みが多く活用されている．このようなWebサービス
ではAPIにより他社のアプリケーションやデータベースをう
まく利用して，自社のサービスを迅速に開発し，立ち上げて

いる．例えば，配車サービスの Uberは，地図情報には Google 
Map，利用者へのメッセージングには Twilio，決済は Braintree
といった外部のサービスを API でつなぐことで高度な Web
サービスを構築している 1)．このように，API は単にシステ
ムをつなぐ役割にとどまらず，異なる企業やビジネスをつな

ぐためのインタフェースとして機能し，アプリケーションや

企業を想像し得なかったスケールでつなぐことで破壊的な

ビジネスを生み出す． 
API を通じて既存のサービスやデータが繋がることで生

まれている新たな経済圏を「APIエコノミー」と呼び，2016
年時点で IBMは，2018年の API関連市場規模は 2.2兆ドル
（約 250兆円）に達すると予測した．APIがビジネスとビジ
ネスをつなぎ，企業同士がお互いの強みを利用して，新たな

価値を創出する動きが海外では既に活発になってきている．

この APIエコノミーにおいて，APIを提供する事業者，例え
ば，先ほど Uberの例で言えば Google Mapを提供する Google
は，呼び出された APIの利用回数等のアクセス履歴に基づき
Uberから正当な対価を得られる仕組みがあることで，APIの
提供者と利用者が相互に利益を享受するシステムが構築さ

れている 1)． 

一方，海事産業では中国・韓国の大規模造船所と我が国の

企業規模の小さい造船所が争う構図が，受注や技術開発にお

いて不利な競争条件となっているため，国土交通省海事局の

海事産業将来像検討会 2)は，造船業，舶用工業等における企

業間連携・協業・統合の促進を提言している．これまで，企

業間の連携・協業・統合のオプションは，企業買収や共同会

社の設立などの経営的なオプションに限られていた．しか

し，API を利用することにより，API を利用した共同設計シ
ステムの開発などのシステム的なオプションも検討できる

と考えられる．例えば，Amazonと Netflixは動画配信サービ
スで競合するものの，顧客サービス向上の観点から Amazon
デバイス上で Netflix の動画配信サービスがアプリで利用で
きるようになっており，顧客視点での戦略的な連携・協業が

進んでいる．このように，システムの連携戦略としての海事

産業での APIエコノミーの促進は，我が国造船業の連携・協
業の一つの有効な選択肢であると考えられる． 
また，海事産業のデジタルトランスフォーメーション

（DX）においても，APIの戦略的な利活用は重要である．船
上のオンボードデータや造船現場等に設置された IoT機器の
データを利活用するためには，これらのデータをリアルタイ

ムでWeb APIを通じて処理し，シミュレーションや機械学習

モデルにより現在の状況を分析/可視化したり，将来を予測し
たりする．そのため，Web APIの戦略的な開発・運用が DX
実現の鍵となる．我が国の海事産業では，個別の機器等で高

い競争力を有する企業が存在するが，企業規模が小さく，業

務範囲も限定的である．一方，APIエコノミーの利点は，API
を介して提供される機能を組み合わせてリッチなサービス

を実現できるため，事業者は自社のコア技術に注力できるこ

とにある．また APIの公開により外部知見の導入によるオー
プンイノベーションの促進や，リーチできる顧客層や収益源

の拡大によるビジネスチャンスの拡大等のメリットがある
3)．このように我が国において海事産業の API エコノミーを
促進することは，我が国海事産業の競争力強化と DXの実現
につながる． 
このような背景のもと，海上技術安全研究所（以下，海技

研）では，海事産業における Web 上での API によるアプリ
ケーション連携・データ連携を見据え，研究成果であるシミ

ュレーションプログラムやデータベースを，Webを通じて提
供し海事産業の DXを促進することを目的とした“海技研ク
ラウド”を昨年 6月末にスタートさせた．本講演では，海技
研クラウドの紹介とともに，Webアプリケーション（以下，
Webアプリ）やデータ連携による海事産業の将来像について
紹介する． 

 
 

22．．海海技技研研ククララウウドド  

海技研クラウドは，海事・海洋分野のオープンイノベーシ

ョンを加速させることを目的したプラットフォームとして，

クラウド技術を活用した高度で利便性・拡張性の高いソリュ

ーションを海事業界に提供する海技研のクラウドプラット

フォームである．海技研クラウドは，図-1に示すように SaaS
（Software as a Service）型アプリケーションストア，統合デ
ータベース，連携 API  の 3つのレイヤーを持つクラウドプ
ラットフォームとして設計されている．この内，海技研クラ

ウドのポータルサイトは，SaaS型アプリケーションストアで
あり昨年 2021年 6月末にサービスを開始し，現在 9つの SaaS
型のWebアプリケーションを提供している． 

 
図－1 海技研クラウドの概要 
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2．1 海技研クラウドポータルサイト 

海技研クラウドのポータルサイト（図-2）は，海技研クラ
ウドの入り口となるWebサイトであり，会員管理機能とWeb
アプリ認証機能を有している． 
海技研クラウドのWebアプリ認証の特徴は，海技研以外，
例えば大学等で開発され，外部のコンピュータで運用されて

いるWebアプリについても，海技研クラウド上のアプリケー
ションとして利用ができるように設計されている点にある．

海技研クラウドポータルはそれぞれの Web アプリに対して
アプリケーション識別子と共有鍵を提供し，Webアプリ側は
これらの識別子と共有鍵を使って，それぞれのアプリケーシ

ョン毎に許可されている会員情報等を呼び出すことで Web
アプリを利用できる会員を識別したり，利用履歴を管理した

りすることができる． 
現在，海技研クラウド上には当所で開発されたアプリ実装

業者の異なる 9つのアプリケーションがそれぞれ独立した仮
想マシン上で運用されている．海技研クラウドポータルは，

これらの独立運用されている Web アプリの統合を実証して
おり，今後，海技研以外で開発されたWebアプリの統合運用
も含めて海事産業の SaaS 型アプリケーションのプラットフ
ォームとなることを目指した開発を進めていく予定である． 

 

2．2 SaaS型の Webアプリケーション 

海技研クラウドのポータルサイトでは，2022 年 4 月現在
SaaS 型アプリケーションとして次の 9 つのアプリが提供さ

れている． 

 

1. HOPE Cloud 
2. 日本近海の波と風のデータベース 
3. AI貨物輸送経路分析システム 
4. 水槽オンライン立会システム（400m水槽・中水槽） 
5. 錨 ing（走錨リスク判定システム）  
6. NMRIW-Lite Web 
7. OCTARVIA-Web 
8. SALVIA-OCT.-web 
9. EAGLE-OCT.-web 

 

 この内，水槽オンライン立会システム（図-3）は 400m水槽
と中水槽で水槽試験を実施するユーザーに向けたサービス

で，従来出張を伴っていた水槽試験の立会がオンラインで可

能なシステムで，過去の試験の様子を遡って確認できるなど

従来のオンサイトでの立会ではできない機能が付加されて

いる．  

走錨リスク判定システム「錨 ing」（図-4）は，台風などの
荒天下における錨泊船の走錨事故を防止するために，乗組員

がスマートフォンやタブレット端末から自船の走錨のリス

クを定量的に確認できるシステムで，昨年 7月のサービス開

 
図－3 水槽オンライン立会システム 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－4 走錨リスク判定システム「錨 ing」 

 
図－2 海技研クラウドポータル 

 
図－5 NMRIW-Lite Web 
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始から 2,800 回以上の利用があった．（別途オフライン版の
利用実績を除く） 

NMRIW-Lite Web（図-5）は，波浪中の船体運動，ハルガー
ダ荷重および圧力分布等を周波数領域で計算する解析ツー

ルである．計算手法は線形のストリップ法，3Dパネル法から
選ぶことができ，船体情報および波条件を入力として，波浪

中応答の周波数応答関数および時系列形式の出力に加え，船

体のアニメーションの出力ができる． 

OCTARVIA-web，SALVIA-OCT.-web, EAGLE-OCT.-webは，
国内 25社（船社，造船所，舶用メーカー，船級協会，研究所，
気象コンサル会社）が結集して実施した「OCTARVIA」プロ
ジェクトで開発されたプログラムである．OCTARVIA-web
は，燃費指標『ライフサイクル主機燃費』を計算するプログ

ラムで，波や風の高精度の外力計算に基づき実海域性能推定

を行い，任意海象下で船速・燃費の実運航シミュレーション

ができる．SALVIA-OCT.-webは，実船モニタリングデータか
ら実船性能を抽出し，比較・評価可能なプログラムで，恣意

性のない実船モニタリングデータ解析に役立つ．さらに，

EAGLE-OCT.-webは，OCTARVIA-webや SALVIA-OCT.-web
で実海域性能評価を行う際に必要となる船体形状，船体性能

データを船の主要目等を用いて簡易推定でき，詳細な船体形

状，船体性能データを保有していない利用者に対して実海域

性能の評価ができる． 
このように海技研クラウドの SaaS型のWebアプリケーシ
ョンストアでは，流体解析，構造解析，運航支援，物流シミ

ュレーションを含む海事分野の幅広い Web アプリが利用で
きるようになっている． 

 
 

33．．WWeebbアアププリリケケーーシショョンンややデデーータタのの連連携携のの将将来来像像 
 

3．1 海技研 Webアプリの開発と連携 
当所は日本で最大の海事総合研究所であり，その強みは海

事関係の複数の分野にわたる多数の研究者が様々なソリュ

ーションを生み出していることにある．これらの強みを活か

しながら，海事業界に貢献するために海技研クラウドでは利

用できるWebアプリの充実に加え，複数のアプリケーション

同士を動的に連携した造船所向けや船会社向けの DXソリュ
ーションの提供を目指している（図-6）．このアプリケーシ
ョンには，大学で開発された先進的なアプリを含んでいる．

例えば，当所が所有する気象海象データや AISデータと実海
域推進性能推定ツールとを組み合わせることでより運航デ

ータを詳細に分析できる手法を開発するなどが考えられる．

また，IoS-OP (Internet of Ships Open Platform)11)のような外部

のデータサービスと連携することで，より総合的なサービス

の提供を行うことを目指している．  
 

3．2 統合データベース 

図-1に示した統合データベース（Integrated Database System）
は，当所で実施された実験データやWebアプリの使用履歴，
外部統計データ等を統合的に管理できるよう設計されてい

る． 
例えば，実験施設への IoT 導入の事例として，現在 400m
水槽と中水槽において，水槽試験の精度向上を目的として水

槽内の水温や水槽内の残存酸素量の管理量をリアルタイム

にモニタリングする Web アプリケーションが運用されてい
る（図-7）．水槽内に設置された水温や水槽内の残存酸素量
等を測定するセンサーのデータを海技研クラウドで利用し

ているMicrosoftのクラウド環境AzureのデータサーバAzure 
Storage にアップロードし，Azure Web Apps でより開発した
モニタリングアプリでデータの時系列グラフをタブレット

端末等からリアルタイムで確認できるシステムである．

Azure Web Apps とコンテナ化したアプリケーションの実行
環境を管理するオープンソースソフトウェア Docker を活用
したサーバレスな実装を行うことで，当所内で迅速かつ拡張

性が高いデータベース可視化ツールの整備を行なっている．

また，当所職員の認証には Azure Active Directoryを使用し，
Microsoftアカウントに紐付けたユーザー管理を行うことで，
セキュアで拡張性の高い内部データベースを構築し，今後の

統合データベースの拡張に向けた様々な検証を実施してい

る．  
また，この水槽施設のモニタリングデータに加えて，当所

の水槽試験データ，模型船/プロペラデータベース, ISO9001
関連データ，実船データを統合したデータベースを構築する

ため，この統合データベースの基本設計書（ER 図）を構築
し，所内サーバーにデータベースのプロトタイプを作成し

 
図－7 水槽の実験施設管理データの可視化 

 

 
図－6 海技研クラウドのアプリ連携戦略 
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た．今後，これらのプロトタイプを検証・運用しながら統合

データベースの規模を拡張し，設計最適化や運航最適化に役

立てていく予定である．  
 

3．3 API連携による海事産業の DX促進 
API を利用することで，他社やインターネット上に公開さ
れているアプリケーションやデータベースをうまく利用し

て自社のサービスを迅速に開発することができる．海技研ク

ラウドが提供する．特に，企業規模が小さく，IT人材を豊富
に抱えることができていない我が国の造船業，舶用産業につ

いては，APIを戦略的に活用した企業連携・技術連携が今後
重要になると考えられる．近年では，Google Collaboratory13)な

どクラウド環境を活用して，初期投資が少なく個人や小規模

レベルで，データサイエンスや機械学習を試すことができる

環境が整備されており（図-8），海事産業の APIエコノミー
が育つことで，海事産業の DXが促進されていくものと考え
られる．  
海技研クラウドと造船会社の API連携の例として，例えば
造船の現場作業者が身につけているウェアラブル IoT端末の
情報を海技研クラウド上の建造 DXツールに連携し，現在の
状況をリアルタイムで確認したり，数週間先の工程をシミュ

レートしたりすることが可能になる． 海技研クラウドでは，
図-1に示した連携 APIに対応するWebアプリの API開発を
今年度実施する予定としており，今後はWeb APIを通じてこ
れらの当所のアプリケーションやデータベースが他社のア

プリケーションと連携し，海事産業に新たなサービスが生ま

れ業界の DXが促進されることが期待できる．  
 

 

44．．ままととめめ  
本講演では，Web 上での API によるアプリケーション連
携・データ連携を見据えた“海技研クラウド”の設計思想と

開発状況を紹介するとともに，Webアプリケーションやデー
タの連携による海事産業の将来像について述べた．APIを戦
略的に利用することで，各社が新しい DXアプリケーション
を効率的に開発できる環境が整い，海事産業の DXが促進さ

れることが期待される．  
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図－8 Google Collaboratoryによる AISデータ解析例 
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